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はじめに

近年,先進諸国においては,様々な指標が既婚女性

の就業の増加を示している.例えば, Ro駆 and Villenueve

(199叫こよれば,カナダにおいてDual Earner世帯11は,

l%1年の時点で両親と子どもからなる世帯の20%に過

ぎなかったが, 1990年には71%を占めるまでになり,

学齢期前の子供を持つ世帯においても母親の3/5が貸金

労働に従事するようになった.またEUでは, 1983-1990

年の間に増加した労働力のうち, 6割は女性によってに

なわれた(Green, 1994).わが国においても, 1960年に

わずか8.8%であった有配偶女性の雇用就業率が, 1995

年には35.6%に達している2).多くの女性が高い学歴を

身につけ,労働市場へ参入するようになり,女性労働

力を有効活用することが政治･経済的に重要な課題と

なっている.

20世紀半ば以降におけるこうした女性労働力増加は,

出産に関わる人口学的変化によるところが大きく,特

に出産のために一時的に労働市場を在れた女性の多く

が出産後再び労働市場に復帰するようになったことが

大きい(Green, 1994).加えて出生率が低下し,子供を

持たない女性も増加して,出産によって女性が労働市

場を離れること自体が少なくなった.また女性が子供

を出産する隙においても,労働市場をいったん離れて

から復帰するまでの期間が短編されてきている.さら

に欧米では,このような傾向は1970年代から1980年代

はじめにかけて公的･半公的部門を中心に進められた

反差別基準や育児休暇制度の導入など,女性に対する

就業機会の提供を促進する運動によっていっそう進ん

だ畔ose and Villenueve, 1998; Lewis,eLal., 1992).
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労働市場そのものの変容も女性労働を増加させた要

因の一つである.サービス経済化に伴って第一次･第

二次産業の相対的重要性が低下するなかで,第三次産

業部門は多くの女性労働力を吸収して従業者を増加さ

せるとともに,経済的重要性を増してきたのである.

その中で従来のブルーカラーとホワイトカラーという

対比の意義は薄れ,ルーチンワーク的ホワイトカラー

に対して専門技術職,管理織の優位性が高まるホワイ

トカラーの分極化が起こっている(Williams and Winde-

bank, 1995; G代灯L 1994).また,労働市場のフレキシブ

ル化に伴い,伝統的なフルタイム就業が減少し,パー

トタイムなどの就業形態が増加した.これにより,女

性労働市場がキャリア志向の労働力とパートタイムな

どの周辺的な労働力に分極化するという問題も起こっ

ている3) (触n, 1997).

高学歴の女性が増加し,女性の就業率も増大してい

るとはいえ,多くの女性は下級ホワイトカラー的職業･

パートタイムなど周辺的な職種･雇用形態に就いてい

るのが現状であり,上記の二つの分極化の局面のいず

れにおいても下層の極に位置しているといえる.そし

てキャリア上昇には見えない天井{Glass ceiling)がある

と感じている女性も多い(触n, 1995).今日のように女

性の社会進出がある程度進んだ状況において,全般的

に女性労働に関する研究の視点は社会参加の量的問題

から社会参加の質的問題へと転換してきているのであ

る(伽o 1994).

こうした女性就業の増加に伴う問題は,単なる経済的

指標の変化や,労働市場における女性の地位の問題と

してのみとらえるべきものではない.吉田(1998)は,

女性就業率の増加をめそる問題は,生産活動が行われ

る労働市場(公的領域)と再生産活動が行われる家庭

(私的領域)の雨空間で発生しており,地理学におい
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ても議論があってしかるべきであると述べている.秦

庭外で就業する女性は,家事や育児,休息といった再生

産活動を,限られた時空間的枠組みの中で編成して行

かなければならない.また逆に妻の就業状態は,夫の

家事･育児への協力の程度や利用可能な生活関連サービ

ス,あるいは家計の状態といった家庭生活の側から規

定される部分が大きい.つまり家庭における再生産活

動と家庭外での労働は相互に影響しあっているのであ

り,ここに家庭と労働を統合する視点が要請されてく

る.また既婚女性の就業は,世帯内での性的分業の在

り方と切り離して考えることはできないため,世帯を

一つの単位としてとらえたうえでその構成員である夫

や妻の行動を分析する視点が必要となる.さらに女性

就業そのものも,またそれによって発生する諸問蓮や

世帯内分業の調整過程も,現実の地理的空間で起こっ

ている.従って筆者は,地理学の領域が女性就業をめ

そる諸問題になにがしかの独自の知見を加えうると考

える.

本稿は欧米の文献を中心にDual Earner世帯, m皿I Ca-

reer世帯J)に関する研究を紹介し,家庭の主婦の労働市

場への参画とそのための家庭内の調整,とりわけ居住

地の選択に係る論考を吟味することを通じて,家庭に

おける再生産活動と家庭外での労働の相互作用をより

統合的･空間的な視点から分析する準備段階とするも

のである.以下,まずⅠ章では,女性就業の増加に関

係する現象として,人的資源の過少活用の問題5),世帯

の分極化といった話題を簡単に紹介する.紹介する研

究は必ずしも空間的様相を帯びたものではないが,世

帯の行動や意志決定を労働と関係づけて理解するうえ

での背景となると考える.続くⅠⅠ章では,主にアメリ

カの研究者によって行われたDual Earner世帯の研究を

紹介する.ここではまず新古典派的モデルに立脚した

居住地選択研究を紹介し,続いてその過度の抽象性を

批判して,より質的なアプローチから家庭と労働の統

合を試みたH打蛤Onとprattの一連の研究を紹介する.こ

れらの研究は,性別による労働市場の分断や近隣地域

に居住する世帯属性が不均一化していることを示すと

ともに,これまで女性が分担することが多かった家事

や育児が,妻の労働市場への参入によってどのように

世帯の構成員の間で分担され,調整されていったかを

明らかにした.しかし世帯の居住地が職業選択に先ん

じて固定されているという前提に立って分析がなされ

たため,居住地の通釈に関わる意志決定過程は十分に

論じられていない.これは大多数の労働者,とりわけ

家計の中で補助的な役割にとどまっている女性就業者

にとっては,就業機会を求めて居住地を移動すること

ができないという事実に基づいている.しかし近年で

はいまだ少数派であるとはいえ,結婚後も自らの職業

キャリアを追求する女性が増加し,妻の職業上の理由

が世帯の居住地決定に影響を及ぼすことも多くなった.

また夫婦共に高い職業的地位に就く世帯が,自らの志

向するライフスタイルを重視したうえで居住地を決定

する例も増えている.こうした先進的な事例として,

第Ⅲ章では,近年イギリスを中心になされ始めたthl

careerに関する研究を紹介し,空間的要素として居住

地決定を加味した形で労働市場における生産活動と家

庭における再生産の概念的統合を模索してゆくための

ヒントとしたい.第二次大戦後,女性就業率は着実に

増加してきたものの,欧米のようにDC世帯が家族の

一形態としてライフスタイル化(松信,1993)するには至

っていないように,日本の女性就業を取り巻く状況は

欧米のそれとはかなり異なっている.欧米の研究から

得られる知見を日本の女性就業に関わる問題の理解に

活かしてゆくためには,日本の女性就業が増大してき

たプロセスの欧米との遠いをふまえておくことが不可

欠である.こうした問題意識から,日本の女性労働や

家族制度の展開の特徴にふれつつ若干の展望を行って

結びとする.

Ⅰ.女性就業の増大と世帯

1.随伴移動と女性のキャリア形成

女性就業者が増加し,量的な面での女性の労働市場

への参画がある程度進むと,次第に労働の質的側面が

注目されるようになってきた.とりわけ夫の職業的理

由によって,妻も居住地移動を余儀なくされる随伴移

動は,女性のキャリア形成に大きく影響するものとし

てたびたび論じられてきた.

女性が男性の随伴移動者となることが多いという事

実は,多くの研究によって明らかにされている. Min∝r

(1978)は随伴移動の発生要因を,居住地移動によって

得られる夫,妻それぞれの個人的便益が,家族全体の

便益(net family gain)という形で内部化されるというこ

とで説明した.すなわち,夫の便益に基づいてなされ
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る居住地移動から得られる家族の便益が,妻の便益を

尊重して居住地移動を行わないという選択から得られ

る家族の便益を上回ることが多くなり,一般的に女性

はTied-Mover,男性はTied-Stayerとなると述べられてい

る　sandell(1977)やsingell and LillydahJ(1986)もほぼ同

様の枠組みに基づいた研究を行い,世帯の居住地移動

が家計の効用最大化を目的としているために,相対的

に低賃金である女性のキャリアが犠牲になることを明

らかにしている.

一方,アメリカの職業経歴のパネルデータ(National

Longitudinal Survey of Labor Market Experience)に基づき,

カウンティー間の居住地移動と女性の職業状態の関係

を検証したMorrison and Lich叫1988)(ま,随伴移動の結

果,女性は持っている職業上の能力が十分に発揮され

ない状況に置かれる傾向が強いことを明らかにした.

随伴移動が女性の載葉状態に及ぼす負の影響は,労

働市場の構造や雇用者の対応によって増幅される.社

会的階層移動と地理的居住地移動の関係は,社会学と

地理学の両分野で多くの研究がなされ,とりわけ企業

内での組織ヒエラルキー上昇と地理的移動の相関関係

が明らかにされている(Savage, 1988 ; Salt, 1990).し

かし女性に典型的な職業には出世階梯が備わっていな

いので,居住地移動と社会移動の関連は低いといわれ

ている(Monison and Lichter,1988).女性のキャリアは

男性の随伴移動のみならず,家事･子育ての負担など

によっても中断されることが多く,同一職種に継続的

に就業することから得られる人的資源の蓄積の停止が

頻繁に発生する.さらにこれまでの経験となんの脈絡

もない職に一時的に就くことは効果的な人的資源の蓄

積を妨げる.また経営者側も投資の効率を考え,職歴

に中断がある人的資源への投資を手控える傾向がある

(Rosenfeld, 1978).こうしたことが複合的に影響して

既婚女性の労働市場での価値は下がり,多くの女性は,

その人が潜在的に有する人的資源を必要としない職や,

貸金の少ない職,不適切な勤務時間の職に就かざるを

なかったり(underemployment),求めているような職が

見つからないため労働市場を離れてしまったりするの

である6> (Morrison and Licht恥1988).さらに,一般的

に女性に随伴移動が多いという事実が,随伴移動の可

能性のない女性の貸金をも押し下げる口実になってい

るのである(sandell,1977).
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2.世帯の分極化

これまで述べてきたように随伴移動や労働市場の構

造により,女性が潜在的に有する能力が十分には活用

されてこなかったにもかかわらず,既婚女性の就業率

は上昇を続け, DE世帯が増加した.その一方で賃金労

働に従事する者が誰もいない世帯も増加し,労働力が

豊富な世帯と労働力不足の世帯という対立関係が明確

になってきた.こうした世帯の分極化(polarization)の議

請では,世帯内における賃金労働者の数が世帯の収入

格差につながるという仮定がおかれ,そのうえで世帯

の労働状態の地域的差異を実証したり(Jarvis,1997),分

酎ヒの理論的展開がなされる(Woodwai也1995)ことが多

い.

しかし実際に女性労働の増加が世帯の分極化を助長

するかどうかは意見が分かれるところである. Roseand

villenueve(1998)は, DE世帯の増加には世帯の収入格差

を増大させる効果と減少させる効果の両方があると述

べている.すなわち夫婦共に低所得の俄にあるDE世帯

は,世帯間の収入格差を減少させる方向に働いており,

夫婦共に高所得の職に就くDE世帯は収入の格差を増大

させる方向に働くからである. Dual Earnerは,かつて

は夫婦ともに下層労働者や移民の第一世代の中に多く

みられた世帯の形態であり,また現在でも夫の収入が

少ない世帯では,妻の収入が家計収入を標準的なレベ

ルに押し上げる重要な役割を果たすことが確認されて

いる(Rose and Villenueve,1998).しかし今日の既婚女性

は,経済的理由にとどまらず様々な理由から社会進出

を果たすようになり,他方でサービス経済化によって

男女の職業の差異が減少し,夫婦とも高い職業階級に

位置するDE世帯も増加している.従ってDE世帯の間

での所得格差は,むしろ増大しているといわれている

(Rose and Villenueve, 1 998; Boyle and Halfcree, 1995).

一方妻の労働市場への参入はDE世帯の所得格差の

増大にさほど寄与していないという研究結果も出され

ている. Borooah^ffl/. (1995)はイギリスの家計調査のデ

ータを用いて,家計収入の格差の要因を夫の収入,妻

の収入,その他の収入に分解し,格差の81%は夫の収

入によるものであり,妻の収入は格差の要因の15%で

しかないと述べている.またHanson and Ooms(1991)に

よれば,アッパー･クラスのDE世帯においてはベビー

シッター,家事代行などの支出が増大するため,夫の

みが就業している世帯に対する所得の優位性の68%が
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相殺されてしまうという.

金銭的な収入にのみ着目して世帯の分極化を論ずる

姿勢を疑問視する意見もある. Williams and Windebank

(1995)は賃金労働だけではなく,家事などのInformal

woikも考慮に入れたwhole Economyなる視点によって

世帯の分極化を考えるべきであると主張した.例えば

DE世帯においては,両性が家事などを分担して自発的

に行う傾向にあり,家事労働を含めて労働力がより豊

富になる.他方で夫が失業中の世帯では社会保障の制

度上の関係から妻が家庭外で労働をしない傾向があり,

より労働力が不足しがちになる7).このように世帯の分

極化に関する議論も女性の社会参加に関する議論と同

じく,家計収入といった計測可能な要素から家事への

参加や労働状態といった質的要素へとその視点の広が

りを見せている.

Ⅱ.家庭と労働の統合の試み

1.新古典派モデル

第Ⅰ章では女性就業の増加に伴って起こる代表的な

問題として,随伴移動と世帯の分極化を取り上げたが,

こうした現象は現実の地理的空間において起こってい

る.従ってDE世帯が居住地として選好する地域を明ら

かにすることは,こうした問題が生じる可能性のある

地域を明らかにすることでもある.

従来世帯の居住地決定が労働市場との関係から論じ

られる場合には,男性世帯主のみが家庭外での労働に

従事するとの仮定がおかれた.しかしDE世帯が増加す

るにつれ,妻の就業が世帯の居住地決定に与える影響

ついて検討が加えられるようになった.

Dual Earner世帯の居住地選択に関する初期の研究

は,男性世帯主のみの労働を想定する地代論的居住

地選択モデルの再検討という形でなされた.例えば

W拍e (1977)は,女性の通勤距離が男性に比べて短い

ことを地代論に基づく居住地選択の枠組みをDE世帯

に拡張することで説明しようとした.すなわち夫は

中心に位置するCBDで就業し,妻は郊外の労働市場

で就業するものとして,世帯は予算と時間の制約の

中で,効用を最大化させるような居住地を選択する

と仮定する.そのとき夫のみが就業する世帯とDE世

帯双方の地代曲線を描くと,郊外の労働市場を取り

巻く部分においてDE世帯の地代曲線が夫のみが就業

する世帯の地代曲線を上回る.つまりこのモデルに

従えばDE世帯は郊外部に居住するのが合理的という

ことになり,その結果相対的に女性の就業他の方が

住居に近接するというのである. Madden(1980)も個人

ベ-スの所得データに基づき,有職の既婚女性が専

業主婦よりも郊外に居住する傾向が強く,子供の存

在がその傾向をより強めることを示している.また

curran et. al.(1982)はWhite(1977)の改良形といえるモ

デルを提示している. White(1977)では夫の就業地,

妻の就業地および世帯の居住地が一直線上に並ぶと

されていた机この制限を無くして2次元の平面を

念頭に置き,さらにCBDの他に　SEC (secondai}'

employment center)を置いてDE世帯の夫婦はそのどち

らかで就業するとした. Curran.eLal.ではCBDやSEC

との相対位置や世帯の就業状態などの条件の組み合

わせにより,何通りかの地代曲線が提示されている.

すなわちDE世帯にとって合理的な居住地は,夫棉の

貸金や交通費,労働可能時間などの′iラメータによ

って変化するということになる.

アロンゾやミュースの新古典派の地代論モデルで

は,全ての世帯は夫を労働市場に送り出し,妻を家

庭にとどめる戦略をとると仮定されていた.世帯の

戦略に関するこうした仮定が現状にそそわないこと

は明らかでありW山te(1977)やCurrant a/.(1982)が夫

婦双方の労働を念頭に置いてモデルを提示したこと

は評価できよう.しかし世帯の居住地が経済的な要

因によって機械的に決定されるというこれらの研究

は,それぞれに異なった属性を持つ個々の世帯が居

住地選択に際して行う意思決定過程に全く踏み込ん

でいない.また抽象的な空間での理論であるため,

現実の都市空間がコンテクストとして家庭と労働の

あり方に及ぼす影響を無視してきた(Hanson and Pratt,

1988b)という,それ以前からの新古典派的モデルの欠

点を克服することができなかった.

2. ｢住居と職場｣の関係からr家庭と労働｣の関係へ

新古典派のモデルをはじめとして,従来の居住地

と職場の関係を議論した研究においては,家庭,労

働の概念は住居,職場とほとんど同義であったとい

える.そしてこれらは空間上の点として扱われ,従

って家庭と労働の関係は単に空間上の点をつな(･幾

何学的な線,もしくは通勤距離として理解された.

中沢
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これに対し, Hansonとprattは家庭と労働,および両

者の相互作用を空間上の幾何学的存在以上のものと

してとらえようと試みた8).

Hm爪とPrattの一連の労作は,主に1980年のセ

ンサスデータと,著者たちがマサチューセッツ州ウ

-スターで1987年の夏から秋にかけて行なった調査

に基づくものである.これらの研究では主に世帯を

分析の単位とし,夫や妻はあくまでその構成員と位

置づけたうえで個人の労働や世帯内での役割分担の

調整に焦点が当てられるため,実質的な研究対象はDE

世帯であるといえる.

Pratt and Hanson(1988)は離婚率の上昇,単身世

帯や片親世帯の増加といった人口学的変化をふまえ

て,都市の居住構造を再検討したものである.女性

の労働市場への参入が進み,既婚女性が賃金労働に

従事する割合の地域差は小さくなっている.一方で

高い職業的地位に就く夫を持つ妻がブルーカラー的

職業に就く例や, DE世帯化による収入増によって社

会階層の低い世帯がステータスの高いSingle Earner

世帯9)の住む近隣に同居するという例が増加している.

すなわち家庭内(の成員)および近隣の社会階層の均

質性は崩れてきており,近隣が社会階層を再生産し

てゆくプロセスは,従来とらえられていたよりもは

るかに複雑になっていることが示唆される.

托aison and Pra叫1988a)は都市空間の中で賃労働にお

ける性的分業が,どの程度雇用機会の分布に反映さ

れているかを考察したものである.男女の一方が従

業者の70%以上を占める職業をそれぞれ男性的職業,

女性的職業とし,センサストラクト内ごとに全労働

力に対するそれらの比率を求めてみると,両者は都

市空間内の異なった場所に位置することが明らかに

なった.これは単純に,労働市場の規模が小さく,

雇用機会が小売業などに限られるところでは女性的

職業の比率が高くなるというものではない.従事す

る産業が男女間で大きく異なるのみならず,同一の

産業で働く場合でも従事する職種が異なり,空間的

にも違う場所で労働する傾向にあることが確認され

たのである.また通勤に関する分析もなされ,女性

においては郊外居住者も都心居住者も通勤距離に大

きな差はないということが明らかにされた.これは

男性の雇用機会が都心部に集中しているのに対し,

女性の雇用機会は分散的であるということを示して
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いる.

Pratt and Hanson(1988)の分析は居住地ベースで行わ

れ,家庭や近隣,すなわち再生産の領域に着目した

研究であるのに対して, Hanson and Pratt(1988a)の分析

は,基本的に従業地ベースで行われ,貸労働すなわ

ち生産の領域に着目した研究であるといえる.この

ように従来の研究では生産活動か再生産活動のどち

らかに対象が特化する場合がほとんどであり(Hanson

and Pratt,1988b),都市地理学者は家庭と市場経済の関

係を無視する傾向にあった(Pra仕and Hanson,1991).

Hanson and Pr叫1988b)においては,従来の研究におけ

る家庭と労働の関係をとらえる際の問題点が4点あ

げられている.それは①家庭と労働が空間上の点と

してとらえられてきたこと, ②固定的な就業地と賃

金労働による収入の高低が居住地を規定するとされ

てきたこと, ③様々な人口のサブグループを区別せ

ず,居住地選択や求職行動に同じ基準を適応してい

たこと, ④抽象的な議論が多く,居住地決定などの

意志決定がなされる際のコンテクストが考慮されな

かったことである.これらの問題点が先に紹介した

新古典派の居住地決定モデルを念頭に置いて出され

たものであることは明らかであろう. Hanson and Pratt

(1988b)ではこうした問題点をふまえ,筆者たちがウ

ースターでの調査から得た知見を元に家庭と労働の

相互依存性の理論的再考がはかられるものの,実証

研究のレベルで家庭と労働の関係の再概念化が達成

されてはいない.

これに対してPratt and Hanson(1991)は労働市場,就

業構造,生産過程といった'-Formal Economy"が世帯の

中でどのように調整されて行くかを関心事とした実

証的な研究である.世帯の調整過程とは,特定の価

値観や目的(例えば家族中心主義に基づく子育て)

を維持して再生産活動を行いつつ,家庭外での労働

を受け入れるために世帯が様々な調整を展開して行

く過程である.この論文においては,ウ-スターに

おlナる面接調査に基づいて世帯が実際に採用してい

る様々な戦略が紹介されている.世帯の調整過程に

おいて,女性は家庭外労働のうえで様々な制限を余

儀なくされていることが多い.具休的には,主に子

育てに関連して,職種や雇用形態の選択が制限され

ること,あるいは職歴の中断が多いことなどである.

また低所得層の世帯を中心に,子育てのために夫婦
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のどちらかが常に家に居られるよう夫婦の家庭外労

働の時間がなるべく重ならないようにするシークエ

ンス･スケジューリング･ストラテジー(sequential

Scheduling Strategy)がとられることが多い.

Hansonとprattはこれら一連の研究で,女性就業

に関連して都市空間の中で発生している様々な現象

を明らかにした.特に家庭における再生産活動と家

庭外での労働の相互作用に着目し,女性労働が世帯

に与える影響と,世帯がそれを調整する戦略を,価

別の世帯を対象に綿密な調査を行うことで明らかに

したことは,極めて重要である.しかしHanson and

Pratt(1991)で実証的に検討される世帯の調整過程は,

家事や育児が世帯の成員間でどのように分担される

のかということにほぼ限られており,世帯が労働市

場との関係で居住地選択の意志決定を行う過程はほ

とんど扱われていない.これに関してHanson and

Pratt(1988b)は,雇用労働者の65% (男性の63%,女性

の93%)が現在の職に就く前に現在の住居に住んで

いたことを示し,多くの住民,とりわけ女性にとっ

ては,居住地は労働市場との関係で決まるものでは

なく固定的であると述べている.これには筆者たち

が分析したウ-スターのサンプルでは,親からの継

承や親族からの賃貸によって住宅を取得する例が多

かったことの影響が大きいためu),他の地域や異なっ

た人口集団においても居住地が固定的であるかは検

証の余地があろう.

Hansonとpra比の一連の研究を貫く姿勢は,家庭

と労働の関係を幾何学的関係以上のものとしてとら

えようというものであり,こうした姿勢は従来の研

究から抜け落ちていたものとして極めて重要である.

しかしそうした姿勢の追求の一方で,住居と職場の

地理的位置関係だけでなく,世帯の成員の生活に大

きな変化をもたらす居住地選択に伴う意志決定は顧

みられなかったともいえる.

Ⅲ. DualCareer研究の登場

女性の高学歴化が進み労働市場への参入がいっそう

活発化するにつれ,専門技術職や管理職といった高い

職業階層に位置する女性が増大した.その結果として

夫婦双方が平等にキャリアを追求するDual Can莞r世帯

が注目されるようになった.前述のように,生産の領

域と再生産の領域の統合という観点から労働と家庭の

関係をとらえ直そうとする動きには,居住地に関わる

空間的な視点が十分に導入されたとはいえなかった.

Hanson and Pr叫1988b)に示されるように,世帯にとっ

て居住地が固定的であることは,ある程度の一般性が

あろうが,専門職･管理職従事者を中心に職業上の都

合を重視した居住地選択が頻繁に行われていることも

事実であり,特にDC世帯では,夫婦のキャリア追求を

両立させるために居住地選択が重要となる.またキャ

リア形成には継続的でコミットメントの高い就業が必

要となるため, DC世帯においては家事や育児などの再

生産活動に関して, DE世帯よりさらに綿密な調整戦略

が必要となり,時には夫婦間のコンフリクトを生むこ

とになる. DC世帯の研究は,個人のキャリア追求と居

住地移動に関する夫婦の意志決定上の妥協を問題関心

の主要な部分に据えるものであり,生産と再生産の統

合という視点をより空間的,動態的に模索して行く隙

のヒントになりうると思われる.

DC世帯は欧米でも未だ少数派であり,得られる知

見は必ずしも一般的な世帯に敷術できるものではない.

しかし既婚女性の就業率が増加し,専門職･管理職に

従事する女性も増加を続けている現在,先進的事例と

してDC世帯の生活や居住地選択の特徴をふまえておく

ことは十分に意義あることであろう.

1.研究の論点と注意点

DC世帯を対象にした研究はRapoport and Rapoport

(1971)など社会学の分野ではかなり以前からの蓄積が

あるが,地理学の分野において本格的な研究が始まっ

たのは1990年代に入ってからのことである. Snaith

(1990)は, DC世帯の増加を念頭に置いたうえで,女性

のキャリア追求と世帯の居住地移動に係る地理学的な

研究課題を4点あげている.それは①既婚女性は自ら

のキャリア追求のためにどの程度居住地移動を行うか,

②随伴移動は女性の職業ステータスに短期的･長期的

にどのような影響を与えるか, ③DC世帯はどのような

居住地を選好する傾向があるのか, ④居住地選択の意

志決定過程において夫婦間のコンフリクトがどの程度

起こっているのかである.これらの課題が改めて掲げ

られる背景には,これまでの世帯の居住地移動や生活

に関する研究が,男性世帯主のキャリアのみを考慮す

る家父長制的世帯を前提にしていたという問題がある.
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こうした前提では, DC世帯を対象に夫婦双方のキャリ

ア追求と居住地に関する問題を扱って行くことは不可

能であり,新たに夫婦双方の就業とキャリア追求を前

提とするにあたっては,以下のような側面に特に注意

を払う必要が生じる.

1 )労働市瑞のジェンダー特殊性　Boyle and Halfacree

(1995)は従来の人口移動研究にはジェンダー的思考が

欠落していたと批判し,イングランドとウェールズに

おける上層ホワイトカラーを対象として男女別に人口

移動のパターンを検証した.これによると,男性につ

いては非大都市圏を目的地とする移動(カウンターア

ーバニゼ-ション的移動と表現されている)が卓越す

る傾向が強いのに対し,女性は相対的に大都市地域を

目的地とする移動(ジェントリフィケーション的移動

と表現されている)が多いことが明らかになった.

また同じ地域労働環境が,男性に及ぼす影響と女性

に及ぼす影響とは異ることが明らかにされている.例

えばFielding and Halford(1993)は,イギリス南東部が特

に女性流入者のキャリア形勢にとって有利な地域であ

ることから,ジェンダー特殊性を持つ地域労働市場の

存在を指摘している1ユ. Duncan(1991)liイギリスにお

ける性的分業の程度の地域的差異が,その地域の世帯

構造や伝統性に規定されたものであるとしているが,

企業の人事によってこうした差異が作られていること

も考慮する必要があろう.居住地移動を伴うような広

域的な人事異動は主に男性に対して行われ,女性に対

して行われることは少ない.こうした傾向が累積して

行けば,大都市圏には相対的に女性労働力が集積し,

次第に女性にとって有利な労働環境が作られて行くと

いったことが十分に考えられる.いずれにせよ労働市

場にジェンダー特殊性が存在することから,夫婦双方

のキャリア追求が問題にされるDC世帯にあっては居住

地の意志決定が複雑になるということが示唆される.

2)意志決定のダイナミクス　DC世帯は夫婦双方のキ

ャリアを平等に追求すべきか否か,どんなときにどち

らのキャリアを優先すべきかを意思決定しなければな

らず,そこには必然的に妥協が働かざるを得ない(Gほn.

1997)が.一般的に世帯の中で女性が直接的,あるいは

間接的に居住地移動の意思決定に関わる例は確実に増

えている(Morrison and Lichter, 1988).特にDC世帯では,
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夫が妻のキャリアを考慮して居住地移動をしたがらな

かったり(Savage, et al,1988),配偶者のキャリアが転

勤拒否の最大の理由となっている(Green,1997)といっ

たことが明らかにされている. G陀en(1997)においては,

意思決定過程における夫婦間のトレードオフと世帯全

体の利益のためになされる個人の犠牲が大きな論点の

一つとなっている.この論文では30のDC世帯の夫婦計

60人に対する詳細なインタビューがなされ,それをも

とに夫婦の居住地選択に関する意志決定のダイナミク

スに閲し,

①夫婦のうち,より高い所得を得る方のキャリアが居

住地決定を支配する, ②居住地移動はより地理的に限

定性の強い職に就く者の要求に影響される, ③居住地

決定の優先権が時によって変化する場合があるとなど

といった仮説の検証を試みた.その結果は,意志決定

の代表者が男性の場合が30世帯のうち19例,女性の場

合が5例,それ以外の6例は平等的であった.数のうえ

では男性の意志が優先されているようにみえるが,

Greenは,インタビューの内容から鑑みて以上の仮説の

妥当性が検証されたと主張している.

一方, DC世帯においても,やはり女性が男性のキ

ャリア追求のために随伴移動者となる傾向が強い,と

する意見も根強い.イギリスの大卒女性の居住地移動

とキャリアの関係を分析したsnaith(1990)によれば,結

婚後の女性が自らのキャリア追求のために居住地移動

を行った例はわずか4-5-/oであるうえ,夫婦間の意志

決定の優先者は時によって変化するよりもむしろ固定

化される傾向にあるとされる.女性のキャリア追求は

夫の随伴移動を行うことによって地位的にも収入的に

も大きなダメージを受け,それは家計収入への妻の貢

献度の低下をもたらすので,家庭内での妻のキャリア

の重要性は低下する.こうしたことが繰り返されるう

ちに女性の意志決定への発言権はより低下し,男性の

優位性が固定化されていくというのである.

DC世帯では夫婦が別居することも居住地の意志決

定に関わる選択肢の一つであり, Mincer(1978)や

Sna仙(1990)においては個人のキャリア追求のためには

別居のみならず競婚も選択肢の一つとして扱われてL-I

る. Green(1997)の調査では,対象とした30例のDC世帯

のうち過半数が別居の経験を持つとされるが,別居が

もたらす緊張を意識している夫婦も多く,別居を強く

拒絶する意見や長距離の通勤で別居を避けている例も
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みられる13)m

2. Dual Career世帯の居住地軌略

DC世帯では,夫婦双方のキャリア追求や子どもの

教育などを理由に夫婦が別居することが相対的に多い.

しかし別居が長期に及ぶことは稀であり,基本的に家

族は居住地を共するものといえる.また,実のキャリ

ア追求のために妻が妥協して随伴移動を行うことも多

いが,近年では夫婦のキャリアを両立させるために移

動の必要性を極力低める居住戦略が多く採用され,さ

らには世帯がどのようなライフスタイルを重視するか

ということが居住地選択の大きな要因となってきた.

こうしたプロセスの背景として,企業組織の変容に

よってキャリア形成過程における社会移動戦略が変容

してきたことがあげられる　Savage(1988)によれば,社

会移動の戦略は組織的戦略,企業家的戦略,職業的戦

略の3つに類型化することができる.組織的戦略は組織

ヒエラルキーを上昇することによってキャリアを形成

し,企業家的戦略は会社経営者や自営業者が規模を拡

大することによって,職業的戦略はしばしば勤務先や

職種を変えて行く中で自らの技術水準を高めることに

よって,それぞれ社会的地位を高めようとするもので

ある.企業家的戦略では地理的に移動しないことが特

徴であるが,組織的戦略による企業内でのヒエラルキ

ー上昇は,地理的移動と関連が深いとされている.

Fielding(1989,1990,1992)は,イングランド各地から

高学歴の学卒者を集め,中年の上層ホワイトカラーを

送り出すといった社会的上昇移動が卓越する地域とな

っていることから,イングランド南西部をエスカレー

ター地域と位置づけている.さらにsalt(1990)によると,

イギリスで職業的理由によって行われた地域間移動の

うち,過半数は企業組織内の人事異動に伴う雇用主を

変えない移動である.これらの事実から,社会的上昇

移動の多くが組織的戦略に則った地理的移動によって

もたらされていると見なせそうであるが,実際はそれ

ほど単純ではない.

Snaith(1990)によると,夫のキャリアを原因とする移

動のうち65%が自発的な移動であり,組織による非自

発的な移動は9%にとどまっている.またsavage, et. al.

(1988)はイギリス,バークシャーにおける1971年から

1981年のセンサス1%抽出非集計経歴データを用い,社

会的な上昇移動は地理的移動との関連は薄く,むしろ

転職との関連が強いことを実証している.このように

最近では地理的移動による社会的上昇移動が職業的戦

略や企業家的戦略に基づいていることが多いのである.

企業は労働市場のフレキシブル化や職業の専門分化

が進む中で,機能の外部化やフルタイム労働力のパー

トタイム労働力での代替を進めてきた.また移動にか

かるコストを意識して居住地移動を伴うような長距離

の人事異動を避けるようになってきた(Green,1997).こ

うしたことからキャリア形成において組織ヒエラルキ

ーを利用できる機会が減少する一方で,組織によらな

い職業経験のなかで専門的な技術を身につけてキャリ

アを形成して行く職業的戦略の重要性が高まっている.

このような組織ヒエラルキーの崩壊と労働の専門化･

外部化は,職業機会の豊富な大都市圏に居住すること

を有利にし,職業的理由による長距離移動を減少させ

た.また高速道路網など交通インフラの整備やコミュ

ニケーション技術の発達は,全般に居住地移動の必要

性を低下させた(Green,1995).こうした変化の申で,ア

クセシビリティーの高い居住地を選択し,必要であれ

ば夫婦のどちらか,あるいは両方が長距離通勤をする

ことで居住地移動を回避して,夫婦のキャリアを両立

させるという居住地戦略を多くの世帯がとるようにな

った.

ところで, DC世帯の居住戦略は空間的には大きく

分けて二つある.交通の利便性の高い郊外に住む類型

とジェントリフィケーションを受けたインナーシティ

ーに住む類型である.どちらを居住地として選択する

かは,もちろんその時々の夫婦のキャリアとも関わる

が,世帯がどのようなライフスタイルを重視し,どの

ような居住地特性を尊重するかによるところが大きい.

Bnm and Fagnani(1994)は,パリ近郊の居住者と郊外居

住者のライフスタイルを比較し,上層中産階級世帯に

おいて居住地選択の意志決定に関わるトレードオフや

妥協などについて分析している.都心部居住世帯の成

員は都市居住者であるということに関して強いアイデ

ンティティーを持っており,郊外の生活に対してしば

しば嫌悪を表している.こうした世帯は都市的生活様

式]+)を維持するためにアクセシビリティーの高いとこ

ろでの居住が重視される反面,住宅の質や広さなどが

犠牲にされることが多い.一方郊外居住は端的にいっ

て強い持ち家志向の現れである.持ち家は家族中心の

生活の象徴であり,広い居住空間,豊かな自然環境,
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子供にとっての安全性といったことが重視される.そ

の反面,アクセシビリティーは犠牲にされ,労働者は

しばしば長時間の通勤を余儀なくされる.

伝統的に農村居住志向が根強いイギリスでは,郊外

の田園的地域を志向するDC世帯が多いが,その際には

高速道路のインターチェンジへのアクセシビリティー

が特に重視される.これはイギリスのDC世帯の多くが

夫婦ともに自家用車による通勤をしていることと関連

が深い(GⅧ】,1995,1997). Green(1995)は,高速道路な

どの交通インフラの整備が居住地選択の幅を広げ,特

にDC世帯がその恩恵を受けたとしているが,他方でそ

れは通勤時間を減らすのではなく,むしろ通勤距離を

増大させる方向に働いた(相Ilman,1994)ともいえる.ま

たG帽許1(1997)によれば,郊外に居住する者の多くは必

ずしも郊外を特定の居住環境として好んでいるわけで

はなく,雇用機会や子供の教育といったさまざまな要

因のトレードオフを考えたうえで郊外居住を選択して

いる.多くの人にとって,一時間の通勤時間が心理的

な障壁となっているとされるが,子供を持つ世帯のと

っては｢よい学校｣への近接性が非常に重視され,罪

進を伴った居住地移動であっても子供の教育上の理由

で拒否することも少なくないという.また両親などの

親族との近接性が考慮されることもある.

このようにキャリア形成過程の変化や交通手段･コ

ミュニケーション技術の発達により,居住地移動の必

要性が低下し,居住地決定におけるライフスタイルの

重要性が高まったとはいえ,実際にはDC世帯は様々な

妥協を行ったうえで居住地を決定しているのである.

3.ジェントリフィケーションとDualCareer世帯

DC世帯は,その居住地選択の意志決定や夫婦のキャ

リア追求過程が注目されるようになる以前に,インナ

ーシティーのジェントリファイアーとして多くの地理

学者に言及されている. Smith(1979,1982)のRent Gap

Theoryは,潜在的な地代と実際の地代の差からジェン

トリフィケーションを説明しようとしたものであるが,

資本による住宅供給の領域に注目したものであるため,

これまで貧困層が集積していたインナーシティーに供

給された住宅が,一転して富裕な中産階級によって消

費されるようになったメカニズムは明らかにしていな

い.また現象の担い手であるジェントリファイアーの

特徴に関しては明確な説明がなされていない15l.こう
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した問題意識から消費(階層)の領域,あるいは生産と

消費を統合した視座でジェントリフィケーションをと

らえる研究がなされてきた(warde,1991; Butler and

Hamnett,1994).ジェントリファイアーは高学歴で高ス

テータスの職業に特徴づけられ, (節)中産階級に属す

るものとされている. Warde(1991)は今や中産階級の行

動様式は多様化し,階級としての限定性が弱いため,

ジェントリフィケーションを一部の中産階級に特徴的

な行動としてとらえることは不適切であると主張した.

そしてむしろジェントリフィケーションのプロセスの

説明要因として,女性特有の労働市場への適応様式と

いったジェンダーの視点を重視すべきであると述べて

いる.これに対してButler and Hamn叫1994)は, DC世

帯は中産階級のバックグラウンドを共有するためにジ

ェントリフィケーションを受けた地域に住んでいる側

面もあるとし,階級的な認識を排除するWardeの主張

は行き過ぎであると批判した.そして中産階級に特徴

的なライフスタイルという観点からジェントリフィケ

ーションを考えることの妥当性を示した.

男女という切り口からジェンダーを重視するか,中

産階級という切り口から階級を重視するかに関わらず,

ジェントリフィケーションと女性就業の関係の重要性

は広く認識されており, ButlerとHamnettもWardeもDC

世帯を主要なジェントリフィケーションの担い手とし

て認めていることには変わりがないが,ここでは女性

就業と関連してジェンダーの視点からジェントリフィ

ケーションをとらえてみたい.

完全に都市的な生活を享受するDC世帯には,子育て

や掃除などの家事を補助してくれる労働力を調達でき

ることがライフスタイル維持の条件となる(Gregson and

Lowe,1995)が,都心部はこうしたサービスを比較的得

やすい環境である.家庭外への家事の委託は,必ずし

も余暇時間の確保のために｢時間をお金で買う｣余裕

がある中産階級のDC世帯のみで行われているものでは

ない.イギリスなどでは経済的に十分な余裕がある家

庭だけではなく,実による家事の分担が期待できない

世帯も掃除夫などを利用している畔ose and Villeneuve,

1998).また一般に高学歴のDC世帯ほど夫婦間の家事

の分担がなされているとされるが, Gregson and Lowe

(1995)は,高学歴が典型的である都心部居住のDC世帯

においても画一的な家庭内分業の類型があるわけでは

ないとし,Rose弧d Villeneuヽ′e( 1998)は実の家事負担の度
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合いは夫婦両方がフルタイムの職業に就いているか否

かにかかわらず妻の収入の家計への貢献度と共に増加

すると述べている.以前に比べて家事に参加する夫が

増えたとはいえ,いまだに家事の多くは女性の負担に

なっている仲ose and Villeneuve,1998)ため,働く女性に

とって家事サービスが得やすいうえ,自宅近くに就業

機会が多く,通勤時間を短縮することができる都心周

辺部は有利な居住環境なのである畔ose and Vil-

lenuve,1998; Butler肌d HamnetU 994). Warde(1991)は女

性がキャリアを重要視するようになったことでレン

ト･ギャップによって提供されたジェントリフィケー

ションの機会が実現されたとしている.女性の社会進

出が進むにつれ,専門技術職や管理職といった相対的

に高賃金の職業に就く女性が増加した.これによって

家計に占める妻の収入の割合が増大し,家庭内の意思

決定過程における妻の発言権が強くなり,働く女性に

とってメリットの大きいインナーシティー居住が実現

するようになったのである(Bondi,1990).

4. DC世帯と消費

層任地の選択は直接的には住宅の消費を通じてなさ

れるため,居住に関する世帯の選好が実現するか否か

は世帯の経済力によるところが大きい. 1991年の時点

でカナダにおいては,夫婦共に専門技術職･管理職に

就くDE世帯1占】はDE世帯全体の1 1.7%であるにもかかわ

らず,購買力では17.2%を占めている.さらに全世帯

の3j%に過ぎないにもかかわらず,総収入では全世帯

の7.7%を占めている(Rose and Villenueve,1998).このよ

うにDE世帯,特にDC世帯は経済的に優勢なグループ

を構成しており,居住地選択と住宅の消費の関しても

自らの意志を実現しやすい(Green,1997).またDC世帯

は住宅以外の消費に与えるインパクトも大きいため,

彼らの居住地は小売業や対個人サービス業の空間的配

置にも影響を与えると考えられる.

DE世帯はその経済力の大きさから優良な住宅を入

手できる可能性が大きく,郊外の持ち家を取得するこ

とも容易になる.歴史的にみれば,郊外は女性を都市

経済生活から隔離し,専業主婦化させてきた(フィッシ

ュマン,1990)が, Rose and Villenueve(1998)によると郊

外の持ち家での生活様式は,現在ではもはやDE世帯の

みに可能な生活様式となっているとまでいわれている.

またGre印(1995,1997)のイギリスでの調査によれば,郊

外居住のDC世帯では2台以上の乗用車を持つ割合が他

の形態の世帯に比べて2-3割高い.郊外に居住すれば

長距離通勤が不可欠となることが多いが,近郊鉄道網

が日本ほど発達していないイギリスでは,夫婦それぞ

れが自家用車を保有することが,郊外に居住しつつDual

careerのライフスタイルを維持するには不可欠なので

ある.

一方, DC世帯が積極的に郊外居住を選択するとい

うことについて懐疑的な議論もある. Pratt(1986)は持ち

家所有が世帯のDE化を促すのか, DE世帯が持ち家所

有を志向するのかという問題に閲し,持ち家コストを

賄うために妻が労働力化するという前者の側面が強い

としている.また, Butler and Hamne叫1994)ち, DC世

帯のなかでも特に夫婦双方とも専門職に就く世帯で都

心部居住志向が強いと述べている.このようにジェン

トリフィケーションの研究者を中心に, DC世帯は本質

的には都心部居住を志向するという認識が強い.

ジェントリフィケーションの研究においては消費の

領域に注目した研究が多く行われているが,ここでい

う消費とは住宅の消費のみを指すものではない.都心

居住というライフスタイルに起因する消費行動一般に

注目し,一定の消費慣行を持った階級としてジェント

リファイアーをとらえるのである.

Rose and Villeneuv叫998)(まDE世帯を中心とするジ

ェントリファイアーのサービス需要によってインナー

シティーが変容してゆく過程を説明している. DE世帯

はその性質上,育児や家事代行,外食といったサービ

スを消費することが多い.こうした需要特性を持ち,

購買力も大きいDC世帯が都心部に居住するようになる

と,そこに発生する対人サービスの需要を満たすため,

女性労働力や移民労働力が帝人されるげilion,1991).こ

うした労働力は,ジェントリフィケーションの初期に

はサービスを需要する階層と混任しているが,次第に

周辺地域に追い出され,都心部への通勤を余儀なくさ

れる.なぜならばインナーシティーの住環境の向上を

求める中産階級は,自分たちの生活様式に合致するよ

うに住環境を変化させるため,結果として地価高騰を

引き起こし,経済力が弱く生活環境を異にする階層を

閉め出すことになるからである.こうして下層労働者

の残任一致が損なわれ,インナーシティーは中産階級

の卓越空間となってゆくのである. DC世帯は数のうえ

では少数派であるが,経済力の強さゆえに都市構造に
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も変化を与えうるのである.

終わりに

これまで紹介してきたような欧米の諸研究の知見

を日本における女性就業に関わる議論の発展に役立

てて行くためには,日本の女性就業がどのような特

徴を持って展開してきたかをふまえたうえで,それ

ぞれの研究を位置づけてゆくことが不可欠である.

今田(1991)は日本における女性就業の展開をアメリカ

やイギリスと比較する形で明らかにしたものであり,

こうした作業に極めて有用な知見を与えてくれるl¶.

今田(1991)によれば, ｢夫は稼ぎ手,妻は家事担当者｣

という性別役割分業システム(稼ぎ手システム)は,産

業革命に始まる工業化を軸とした近代化の過程で,

イギリスやアメリカで出現したものである.アメリ

カ社会では稼ぎ手システムは1860年頃登場し,その

後一定期間社会に定着した.このことにより既婚女

性の専業主婦化が進み, 1920年頃まで既婚女性の労

働力化率は1割に満たない状態が続いたが,第二次

世界大概後既婚女性の就業が拡大し,稼ぎ手システ

ムは着実に解体していった.

これに対してわが国では,女性の労働力化率は1920

年の時点から現在に至るまでほぼ一貫して5割前後

を保っており, 1960年時点での既婚女性の労働力率

がアメリカを上回っているなど,女性は従来から労

働力の主要な部分を担ってきたといえる.すなわち

日本においては,稼ぎ手システムはアメリカやイギ

リスのような形では一般化しなかったといえるので

ある.日本の女性は,従来から主に自営業や農業の

家族従業者として労働に携わる一方で家事や育児を

担当するという,封建的あるいは前近代的な二重労

働を行ってきた.従って専業主婦を前提とする稼ぎ

手システムは,こうした二重労働から女性を解放す

るものとしてむしろ肯定的に受けとめられてきたの

である.こうしたことは谷(1997)や川口(1997a, 1997b)

に示されるような,ライフサイクルの進展に伴って

居住空間を拡大させ,最終的に持ち家の獲得をゴー

ルとする,大都市郊外住民に典型的な居住経歴にも

関係してくる.郊外の一戸建ての持ち家は,労働(生

産)の場から家族を分離し,主婦が家事と子育て(再生

産)に専念する場として登場してきたのである.しか
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しオイルショック後の景気低迷で家計収入が停滞す

る一方で住宅ローンや教育費が上昇したことが専業

主婦を前提とする性別役割分業システムの遂行を難

しくし,女性の雇用労働力化が促進された.

こうして女性の家族従業者から雇用労働者へのシ

フトが進んだわが国においては,アメリカやイギリ

スとは異なった問題が発生した.家族従業をする女

性は,家事と仕事の二重負担が前提であったが,こ

の二つは共に家族の利益を目的としてなされるもの

であるため,調整が予定されている.しかし雇用労

働の場合,労働の場は一般に生産性の観点から企業

によって組織化されるため,家事や子育てといった

再生産活動との調整が難しくなる181女性の専業主婦

から雇用者への転換が起こったアメリカやイギリス

と異なり,日本においては,既婚女性の雇用労働が

家族従業の延長として位置づけられたため,雇用労

働に出る女性にも家事責任が期待される結果となり,

働く女性にとって大きな負担となっている.さらに

稼ぎ手システムが成立しなかったため,その間題点

が意識されぬまま,むしろ専業主婦に肯定的なイメ

ージが付与されたまま女性が家族従業者から雇用労

働者へ移行した結果,随伴移動やキャリアの中断と

いった問題が顕在化しにくかった.キャリアを通じ

ての男女の平等を目指し難産の東成立した男女雇用

機会均等法も,バブル崩壊後の雇用環境の悪化の中

で,女子学生の就職難に象徴されるように様々な形

で問題点を露呈している(今田,1996).

日本における女性就業をめそる状況は,専業主婦

への肯定的評価が存在する中で自営･家族従業の解

体が起こり,家計補填の必要性や女性の自立意識の

向上など様々な要因から女性の雇用労働力化が進む

という複雑な過程を経てきたため極めて混沌とした

状態にあり,問題点として何を取り上げるべきかす

ら明確ではないというのが現状ではなかろうか.そ

のような中で女性のキャリアの負の側面とされてき

た多様性と非連続性を,サービス経済化,人材の流

動化の進む中でキャリアの柔軟性として肯定的に評

価すべき(今田,1991)との意見さえ出されている.この

ような混沌とした状況下で女性就業に関わる問題に

取り組んで行くためには,欧米でなされた研究以上

に問題意識を明確にする必要があるだろう.近年,

時間地理学の枠組みで女性就業を扱った研究(秤
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杏,1983 ;神谷ほか.1990 ;田子,1994)や通勤パターン

の性差を明らかにした有留･小方(1997),女性就業か

ら大都市圏の通勤涜動の変化を考察した谷り998),ライ

フステージの変化に伴う既婚女性の通勤行動範囲の

変化を分析した川瀬(1997)など様々な視点から女性就

業に関する現象を取り扱う研究が登場してきた.し

かし女性就業との関係を視野に入れて居住地選択に

係る問題を取り扱った研究は皆無といってよい.時

間地理学的な時空間編乱通勤時間や通勤刊乳あ

るいは利用可能な保育園や家事サービスなど女性就

業に関する様々な側面は居住地の属性によって大き

く異なってくるため,妻の就業が居住地選択に与え

る影響や,逆に居住地の属性が女性の就業に与える

影響を明らかにする研究がぜひとも必要であろう.

女性労働に関する問題は,最終的には家庭外での労

働(生産)と家庭における再生産活動の二元論を越

え,両者を統合した枠組みとしての｢生活｣の中で

とらえられるべきである.この困難な試みを実現さ

せるためには,これら二つの側面のいずれに関して

も理解を深め,日本の労働市場や家族のあり方の特

徴をふまえたうえで,欧米の研究も含めて様々な知

見を明確な問題意識のもとに位置づけて行くことが

必要となるであろう.
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注

1)DualEarner世帯とは,どのような形であれ,夫婦双方が家

庭外での労働に従事している世帯を指す.本稿ではしばし

ばDE世帯と略される.

2) ｢国勢調査｣による.

3)吉田(1993,1998)は,これをエリートとマスの分極化と表現
している.

4) Dual C-er世帯とは,夫婦双方が専門技術職や管理職とい

った高い職業的地位に就いている世帯を指す.本稿ではし

ばしばDC世帯と略される.

中沢

5)Underemploymentの訳である.アンダーエンプロイメントと

はフルタイム労働ができない,訓練や経済的要求にそくわ

ない職に就いているなど不適切な就業に関する複合概念で

ある(Morrison and Lichter, 1 988).

6)しかしCooke and Baity(1996)は移動者と非移動者に見られる

労働力化率の差異は,居住地移動が雇用に与える影響だけ

ではなく移動者と非移動者が持つ属性の差異にも由来して

いるとし,この属性を補正すると,世帯の移動は既婚女性

の労働力化率を9%上昇させる結果になるとしている.

7) Williams and Winde血k( 1 995)は前者をResource Rich Hou弥

hold,後者をResource Poor Householdと規定している.

8)Hansonとprattによる一連の研究は,吉田(1993)においても

整理されている.

9)男性世帯主のみが賃金労働に従事する伝統的な形態の家族

である.

10) Presser(1988)は子育てのために夫婦の勤務時間が重ならな

いようにしている世帯をsplit-shi丘couplesと呼んでいる.

ll)このことには筆者たちも地域的なコンテクストとして言及

している.

12)イギリス南東部が社会移動のうえで有利な地域であるとい

うことはHarmeK(¥90^990)など多くの研究でも明らかにさ

れてきたが,やはりジェンダー的な視点に欠けていた.

13)ここまでに紹介してきた研究は,いずれも国内での居住地

遠択に関する夫婦間の意志決定のダイナミクスであったが,

こく最近イギリスを中心に,海外転勤(求職)に関連する

DC世帯夫婦のキャリア追求の相魁を扱った研究が登場し

てきた. Hardlill(1 998)は海外勤務(Ex甲山ate Work)の経験を

持つ4組のDC(DE)世帯に対する詳細なインタビューに基

づき,夫婦の国際的スケールでのキャリア追求における葛

藤と妥協を例示している.

14) Bnm肌d Fagnani(1994)では,都心部に居住する世帯は都市

的生活様式に強い愛着を持っており,仕事が終わった後の

外出の頻度は郊外居住者に比べて遇かに高いということが

示されている.

15)Smith(1996)においては,レント･ギヤヅ7.といった生産の

メカニズムだけでなく,消費の側面,さらにはマクロな文

化,政治･経済の変化との関わりにも言及しており,包括

的にジェントリフィケーションがとらえられている.

16) Rose and Villeneuvす1998)ではDC世帯という言葉が使われ

ないが,定義から考えてこれはほぼDC世帯と同義である.

従ってここではDC世帯を指していると明らかに判断でき

るところはDC世帯と表現する.

17)本稿の以下の部分は,今田(1991)から得られる知見に基づ

いた考察が多い.

1 8) Pred(1981 )紘,産業革命に伴って家族従業的な職人的生産様

式から雇用労働に基づく大工場生産様式に移行するにつれ,

家事や育児といった再生産に関する時空間編成への制約が

強まっていったことを呪らかにしている.西村(1998)は,pred

の視点を現代に適応し,トヨタ自動車の生産システムの変

化を対象に,企業を中心とした時空間矧鞄生産プロジェク
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ト)の変化が,家事や育児など家族の構成員の維持と再生産

を目的とした時空間編成(家族プロジェクト)に与える影

響を分析した.
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